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医師の需給に関する検討会 

座長 矢崎義雄 様 

 

医師の需給に関する検討会報告書（案）の中で修正をお願いしたい点 

 

平成 18 年 7 月 5 日 

医師の需給に関する検討会 

委員 古橋美智子 

（日本看護協会副会長） 

 

 検討会におけるこれまでの発言内容に基づき、報告書（案）に下記２点の修正をお願いいたします。 

 

 

①p.8「一方、医療においては、利便性より安全性がより重視されるべきであり、緊急事態への対応を

図るためにも、相当の産科医師の配置が可能となるよう産科医療を提供する医療機関の重点化・集約

化を進める必要がある。その際、集約される側の医療機関の役割分担と共に当該地域の医療提供体制

のあり方にも十分配慮する必要がある。また、医師との緊密な連携・協働に基づき、正常分娩への助

産師の活用が推進される必要がある。」 

 

 

②p.19「また、医師が行っている事務作業など業務の内容を確認し、事務職や看護師など他の職種で対

応できる業務については、見直すことにより、医師が本来の業務に専念できるような体制をつくる必

要がある。これにより、患者に対し十分な医療が提供できると共に、医師の過度の負担が軽減される

ことが期待される。併せて医師確保総合対策にあるように、医師の業務の効率化や医療の質の向上を

図る観点から、看護師等医療関係職種との役割分担、連携を進める必要がある。」 
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医師の需給に関する検討会報告書（案）に対する意見 
                          
  2006 年 7 月 19 日 
 茨城県保健福祉部医監兼次長 泉 陽子 

 
 
１． 医師の需給に関する現状について 

 医師不足問題については、地域偏在、診療科偏在、病院－診療所バランス等の面

からある程度記載されたが、地域医療の現場における切迫した危機感とはやや温

度差がある。国においては今後も常時、必要な調査、関係者からの意見聴取等に

努め、地域医療の状況の把握を行っていただきたい。 
 

２． 今後の対応の基本的考え方について 
 各都道府県においては、地域の実情に応じて、独自の医師確保対策、地域の医療

機関との調整等の努力を進めている。しかし、県を越える偏在の調整、診療科偏

在の改善、病院―診療所のバランス等については、都道府県レベルでの対応は困

難であり、国レベルでの制度的対応が、早急に進められるべきである。 
 

 本報告書案に記載された国レベルでの対策について、今後の検討の方法やスケジ

ュール等を具体的にお示しいただきたい。 
 

 医師不足問題は、医師養成、地域医療、労働環境、診療報酬、医療機関経営、医

療安全対策等、さまざまな分野に関係する大きな問題であることから、総合的な

視点で、取組みを進めていただきたい。 
 

 特に診療科偏在については、産婦人科、小児科、麻酔科のみならず、外科等でも

志望者減少が見られるなど、問題が拡大しつつある。集約化は実現しても一時凌

ぎの対策にしかならない。専門医師の養成に要する時間を考慮すれば、国・医師

会・大学・学会・都道府県等の協力のもとに、直ちに取組む必要があることを指

摘したい。 
 

 医学部定員の調整については、「定員の暫定的な調整を検討すべきとの意見があ

った」との記載であるが、本検討会の総意または多数意見として、「実現すべき」

との記載にするよう提案したい。 
 
 

―以上―  
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＜参考＞ 

 

医師の需給に関する検討会報告書案（6 月 28 日版）についての各県の意見 

 

【北海道】 

「４今後の対応の基本的考え方」において、特に地域偏在の解消に向けた対応として

「診療報酬上の評価」や「へき地勤務医師の確保への財政支援」などを盛り込むべきと

考える。 

 

 

【秋田県】 

・「今後の対応」の中で、「中長期的な対応にとどまらず、国としても、緊急対策を迫ら

れている県のために県を支援する必要がある。」を入れて欲しい。 

 

・「医学部課程の中に、はじめから志す受験生のために、「産科」「小児科」「麻酔科」

専攻コース（授業料安くする：不足県への数年間かの勤務を条件とする等）を設けて養

成人員増を図るべきである。」を入れて欲しい。 

 

・「文部科学省は、産科・小児科・麻酔科等入局者増の事例を大学病院長会議で情報交換

する等、魅力ある医局づくりを大学に働きかける必要がある。」を入れて欲しい。 

 

 

【岩手県】 

○ マクロの必要医師数について、「現状で総量としては国民が必要としている医療を提

供しているものと仮定」する等を前提に推計しているが、この算定根拠が医療提供

体制の観点から妥当なものであるか検証される必要がある。 

   特に、ＯＥＣＤ諸国における最近の医師数に対する考え方等についても比較検討

を行うべき。 

 

 ○ 地域偏在や特定診療科の医師不足問題について、都道府県の設置する地域医療対

策協議会が担うこととしているが、これを実効性あるものとあるものとするために

医師需給を管理し全国的に医師の配置を調整する機能を国の責任において整備する

必要性を明記すべき。    

 

 ○ 意見の併記に止まっている医師不足地域の医学部定員増及び自治医科大学の定員

増については、検討会としてその必要性を明記すべき。 

 

 

【福島県】 

①Ｐ１２～「（３）医師の需要の見通し」 

→「必要の医師数」が明記されているが、一方的な数値の提示だけでなく、地方が納得

できる形で提示すること。 

 

②Ｐ２２「人口に比して医学部定員が少ないために未だ医師が不足している県の大学医

学部に対して、さらに実効性のある地域定着策の実施を前提として定員の暫定的な調

整を検討すべきとの意見があった。」 

→「・・・との意見があった。」という参考程度の記載ではなく、「定員の増員を検討す

べきである。」という表現に修正すること。 
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③Ｐ２２「今回の推計では、マクロ的には必要な医師数は供給されるという結果になった。

しかしながら、これは地域や診療科といったミクロの領域での需要が自然に満たさ

れることを意味するものではない。」 

→将来医師が過剰になったとしても、診療科・地域の偏在が解消されない限り、

地方の医師不足は解消されないので、もっと踏み込んだ議論をした上で、地

方の医師不足の現況を書き込むこと。 

 

【埼玉県】 

１ 国の取り組み 

 ・地域や病院の自助努力、責務が強調されている一方、国の具体的取り組みが見えにくい。 

 ・長期的、マクロ的には妥当であろうが、問題は現在であり、診療報酬による強烈な誘導

等、国の緊急避難的な取り組みが必要。 

 

 

２ 「医療対策協議会」の実効性確保 

 ・地域における医師不足、偏在に関する分析が不十分であり、結果、「医療対策協議会」に

丸投げとなっている。 

 ・「医療対策協議会」を実効性あるものとするには、医療機関、市町村等関係者の具体的な

参画、協力義務にも言及すべき。 

 

３ 都道府県の権限強化 

 ・ 本県は、公立病院が相対的に少なく、また、国公立の医科大学もない。 

 ・ このため、医療機関の重点化、集約化には、県への相当な権限の付与が不可欠。 

 

（詳細） 

Ｐ６：診療所のかかりつけ医機能 

 → かかりつけ医をどうするのか。増やすならその施策を検討すべきではないか。 

   かかりつけ医機能を積極的に行う診療所への優遇策を検討すべきではないか。 

 

Ｐ７：診療所に勤務する医師が参加する休日夜間の小児医療提供体制の確立 

 → 地区医師会のリーダーシップに期待するだけでは、解決できない。ある程度の義務化

が必要ではないか。 

     また、参加する診療所への優遇策、逆に参加しない診療所へのペナルティを検討すべ

きではないか。 

 

Ｐ８：産科医療を提供する医療機関の重点化・集約化 

 → 助産師の活用も考えるべきではないか。（病院内助産所など） 

 

Ｐ１８：国民・患者への啓蒙活動 

 → 現在、乳幼児医療は、無料化が進んでいるが、休日夜間の受診については、一部自己

負担を導入すべきではないか。（安易な受診行動の抑制） 

  

Ｐ１８：地域医療対策協議会の役割 

 → 地域医療対策協議会で医師配置の調整を行うシステムの構築には、限界がある。地域

の医療機関や関係者に協力を要請する程度の方法しか採れないのが現状である。また、

地域の医療対策協議会の意見を検討する国レベルの医療対策協議会も制度化すべきでは

ないか。 

 

Ｐ１８：傘下に多数の病院を有する団体の成果 

 → 特定の診療科や病院勤務医の減少の中で、組織内の医師の効果的な配置、異動の取組
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みにより成果が期待されるのは一部の地域と思われる。 

 

Ｐ１９：持続的な勤務が可能となる環境の構築 

 → 持続的な勤務が可能となる環境に構築については、具体的な先進的取組を例示するな

ど、具体的な記述が必要と思われる。 

 

Ｐ２０：医師の確保を希望する各主体は、研修内容や処遇について十分な情報提供を行うこ

とが求められている。 

 → 医師の確保を希望する各主体の取組にも限界があると思われる。ある程度の交通整理

をするなど特定診療科へ誘導するなどの方策を検討する必要があるのではないか。 

 

Ｐ２１：医学部定員の暫定的な調整 

 → 国との調整を条件に特定の診療科における県内の医学部の暫定的定員増を認めるべき

ではないか。 

 

 

 

【愛知県】 

① ３ページ「２ 医師の需給に関する現状 （１）全体の状況」について、確かに、

医師の絶対数は増加しており、人口当たりの医師数の増加は認められるが、これが増

加しているから、医師が充足の方向に向かっているという結論を出すのはいかがなも

のか。医療は、要求があればあるほどそれに応じた体制が求められる性質があり、何

を持って充足とするのかという国民的コンセンサスがないので、人によって「充足」

の意味合いが異なる。充足の一定のモデルが必要なのではないか。 

 

② ４ページ「都道府県別に医師数の変動をみると・・・すべての地域で人口当たりの

医師数の増加がみられる」とされているが、患者の医療機関へのアクセスという観点

から、人口当たりだけでなく、面積当たりの医師数についても注目する必要があるの

ではないか。 

 

③ ４ページ「（２）病院における状況」において、病院勤務の繁忙感の要因に、自己の

要求をあくまで優先させようとする悪意を持った一部患者への対応も含まれるのでは

ないか。医療において、治療はあくまで患者自身の主体的な取り組みが第一であり、

医師を始め、医療関係者はあくまでその手助けを行うだけである。そうした患者教育

をどこで行っていくのかは大きな課題ではないか。 

 

④ ７ページ「小児科」については、保護者向けの電話相談もそれなりに有効とは思わ

れるが、核家族化で、子育ての経験者が周囲にいない親が増えており、保護者向けの

教育の場を増やすことも重要である。 

 

⑤ ８ページ「産婦人科」の集約化・重点化であるが、集約化によって、医師がいなく

なる病院についての配慮がないと、その病院自体の存続の可否につながる可能性があ

る。 

 

⑥ １５ページ「（４）病院・診療所別に見た医師数の需給予測 １）病院・診療所別に

見た医師の供給予測」について、「病院勤務から診療所勤務に移行する割合が一定であ

るとした場合の将来の病院・診療所別に勤務する医師数を予測する」としているが、

小児科、産科など特定の診療科においては、病院での過酷な勤務状況等により、病院

勤務から診療所勤務に移行する割合が上昇していくことが考えられるため、医師数に
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ついていくつかの場合を想定したシミュレーションも必要ではないか。 

 

⑦ １８ページ「（１）医師の配置の調整」について、都道府県ごとの医師不足の状況が

大きく異なっているため、都道府県間の医師配置の調整についても言及すべきではな

いか。 

 

⑧ ２０ページ「（４）医師の確保に関する取り組み」について、病院の特定の診療科に

おける医師不足を解消するため、次の内容を盛り込むべきではないか。 

○ 病院・診療所間あるいは診療科ごとの診療報酬の抜本的な見直し 

○ へき地勤務等の診療経験を病院・診療所の管理者の要件とするなど、ある程度強

制力のある措置の検討 

○ 訴訟率の高い診療科について、無過失補償制度の創設 

 

⑨ ２１ページ「（５）臨床研修制度の活用等」について、臨床研修制度に関する適切

な措置として、「大病院への集中の是正や、隣接する中小病院とのネットワークの

構築」を記載してはどうか。また、「臨床研修修了後のいわゆる後期研修において、

特定の大学・病院に医師が集中しないような措置」として、中小病院での症例を含

めて専門医資格を認定するよう学会に働きかけることを明示してはどうか。 

 

【愛媛県】 

○報告書では、医師の総数、小児科・麻酔科等の医師数は充足しているとの基本認識で

あるが、現に地方では、医師不足が深刻化しており、特に小児救急、産科、麻酔科の

現場での医師不足が顕著である。マクロの視点のみでなく、地域格差の実態に踏み込

んだ分析が必要である。 

 

○医師の偏在に対する対応策として、 

 ・医師の配置の調整（地域医療対策協議会等） 

 ・持続的な勤務が可能となる環境の構築と生産性の向上 

 ・医学部定員の暫定的な調整 

等が掲げられているが、住民の医療ニーズが多様化・高度化し、医師の流動化や都市志

向が強まる中で、これらの対策のみで偏在を解消し、地域で現に不足している分野の医

師を確保することは困難と考える。 

  

○全国知事会では、これまで、「へき地医療、小児医療、周産期医療、救急医療等の診

療経験を病院・診療所の管理者の要件とする対策など、実効性のある抜本的な対策を

早急にとりまとめ、推進するべき」等の提案を行ってきており、こうした知事会で行

ってきた各要望項目も対策として盛り込んでほしい。 

特に愛媛県としては次の２点を盛り込んでほしい。 

（１）へき地医療を担う医師をひとりでも多く養成するため自治医科大学の定員増を

図ること 

（２）すでに地域において医師の地域定着策を講じているにも関わらず医師が不足し

ている県の大学医学部の定員増を図ること 
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小山田 案 

7/7 8 団体医師確保合同会議を踏まえ 

医師の需給に関する検討会報告書（案） 

 

１ はじめに 

○ 医師の需給については、昭和 45 年には、「最小限必要な医師数を人口

10 万対 150 人とし、これを昭和 60 年を目途に充たそうとすれば、当面

ここ４～５年のうちに医科大学の入学定員を 1,700 人程度増加させ、約

6,000 人に引き上げる必要がある」とされた。 

 

○ このことを目標とし、その後昭和 48 年から「無医大県解消構想」いわゆ

る「一県一医科大学」設置が推進され、昭和 56 年には医学部の入学定員

は 8,360 人となった。その結果「人口 10 万対 150 人」の医師の目標は昭

和 58 年に達成された。 

 

○ その後も依然として毎年8,000人を超える医師が誕生していくことが見込

まれる状況の中、将来の医師の需給バランスについて検討し、所要の措置

を講ずるべきとの指摘がなされるようになったことを受けて、昭和 59 年 5

月に「将来の医師需給に関する検討委員会」が設置され、昭和 59 年 11 月

に中間意見が、昭和 61 年 6 月に最終意見が取りまとめられた。その内容

は、昭和 100（平成 37）年には全医師の 1割程度が過剰となるとの将来推

計を踏まえ、「当面、昭和 70（平成 7）年を目途として医師の新規参入を

最低限 10％程度削減する必要がある。」というものであった。旧厚生省は

これを受けて、医学部の入学定員の削減について関係各方面に協力を求め
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てきた。 

 

○ その結果、平成５年には医学部入学定員は 7,725 人（削減率 7.7%）となっ

たが、当初目標の 10％削減には達していない状況にあった。平成５年８月

には「医師需給の見直し等に関する検討委員会」が開催され、平成６年 11

月に意見を公表した。その中で、将来の医師需給について推計を行ったと

ころ、将来医師が過剰になるとの推計結果を得たため、「若干の期間をお

いて推計値を検証して、必要であるとすればその適正化のための対策を立

て、できるだけ速やかに実行することが望ましい」と提言した。 

 

○ この報告書が発表された後、医学部の入学定員はほとんど変化しなかった

が、介護保険制度の創設等新たな要素を勘案した上で新たなデータが得ら

れる時期となったこと、また、平成９年３月に医師数を抑制する旨の閣議

決定がなされたことから、平成９年７月新たに「医師の需給に関する検討

会」を設置し、平成 10 年５月報告書を公表した。これによると、医師の

需給に関する認識としては、「地域的にみて医師の配置に不均衡がみられ

るものの、現在の医師数の状況は全体としては未だ過剰な事態には至って

いないが、診療所医師数の増加がある程度続いた後は医師の過剰問題がよ

り一層顕在化し始める」というものであった。 

 

○ 一方、新聞報道で医師不足が取り上げられた件数について年次推移をみる

と、平成 12（2000）年以降、徐々に件数が増加するなど、近年、特定の地

域や診療科について医師の不足を指摘する声が強まった。これらを背景に、

「へき地を含む地域における医師の確保等の促進について」（平成16年２
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月 26 日。地域医療に関する関係省庁連絡会議）において、「医師の養成・

就業の実態、地域や診療科による偏在等を総合的に勘案し、平成 17 年度

中を目途に医師の需給見通しの見直しを行う。」とされた。これを受け、

平成 17 年２月より新たな「医師の需給に関する検討会」（以下、「本検討

会」という。）を開催した。 

 

○ 本検討会では、平成 17 年７月、中間報告として、「当面の医師確保対策」

を取りまとめた。厚生労働省では、これに並行して、総務省および文部科

学省とともに関係省庁連絡会議を開催し、平成 17 年８月には「医師確保

総合対策」が策定された。また、本年６月に成立した「良質な医療を提供

する体制の確立を図るための医療法等の一部改正」において、都道府県を

中心に地域の医師確保を図るための枠組み（地域医療対策協議会）が創設

されるなど、制度、予算、診療報酬の各般にわたる取組みを行った。 

 

○ この後、本検討会において新しい医師の需給見直しを作成するには、医師

の勤務状況を把握することが必要ということになり、平成 17 年 12 月から

18 年１月にかけて、医師の勤務状況に関する調査を行った。 

 

○ 平成 18 年４月以降、国会において、上記法律案の審議が行われたが、こ

の中でも、地域や診療科に関する医師の確保方策が大きな論点となった。 

 

○ 本検討会報告書は、国会等における議論も踏まえて行われた１○回の議論

を踏まえてまとめたものである。 
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２ 医師の需給に関する現状 

（１）全体の状況 

○ 現状では、年間約 7,700 人程度の新たな医師が誕生している。また、２

年ごとに行われる医師・歯科医師・薬剤師調査では、7,000～8,000 人程

度が増加していることから、退職などを差し引いた、医師の増加数は年

間 3,500～4,000 人程度と概算される。 

 

○ 病院・診療所別にみても、それぞれ増加傾向が見られる。病院と診療所

に勤務する割合の推移を年齢階級別にみると、各年齢階級での大きな変

化は見られない。近年の診療所に勤務する医師の増加は、一般には、前

述の医学部入学定員の増加に伴い、診療所勤務の割合が高い高年齢層で

の医師数が増加していることによるものと考えられるが、最近では、よ

り若年の医師であっても病院を離れざるを得ないような環境の変化が

あるとの指摘もある。 

 

○ 都道府県別に医師数の変動をみると、平成 10 年と比較して、すべての

地域で人口当たりの医師数の増加がみられるが、依然として都道府県ご

との偏在状況は解消されていない。 

 

○ これらから、医師数全体の動向としては、充足増加の方向にあると考え

られるが、病院と診療所、分野別、地域別における需給ギャップの存在

は深刻な課題となっている。 

 

○ なお、ＯＥＣＤ諸国と医師数を比較すると少ないと言われるが、本稿で
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は、それぞれの国における人口分布、医療機関の立地及び地理的事情な

ど様々な要因を踏まえて評価する必要があるという立場で我が国にお

ける医師需給について科学的な分析を試みることとする。 

（２）病院における状況 

○ 病院に従事する医師数を、平成 14 年及び平成 16 年医師・歯科医師・薬

剤師調査で比較すると、平成 14 年 159,131 人、平成 16 年 163,683 人と

２年間に約 4,600 人が増加している。 

 

○ このように病院における医師数が増加しているにもかかわらず、一方、

病院における勤務の繁忙感の度合いが経年的に強まっていることが医

療現場から強く指摘されている。とくに公的病院、およびへき地におけ

る病院勤務医師が病院を辞めて、都市での個人開業に転ずる傾向が近年

高まっており、こうした病院の医師不足は深刻で、診療科の廃止、病院

の閉鎖、ひいては地域医療の崩壊の危機に立たされている。そこで言わ

れる主最も大きな理由は次の通りである。 

○ また、上記のようなすなわち、何よりも病院における繁忙さによって、

肉体的にも精神的にも極限状態にあること感に加え、勤務に見合う処遇

が与えられていないこと、わかりやすく言えば、労働の過酷さの一方で

開業医に比べ、収入水準が相当低位に置かれているという現実があるこ

と、さらに訴訟のリスクにさらされていることも含めて社会からの評価

も低下しつつあるという感覚が病院診療の中核を担う中堅層に広がり、

病院での勤務に燃え尽きるような形で、病院を退職するし、個人開業に

転ずる医師が増加している、との指摘がいう国民医療を提供していく上

で極めて深刻で重篤な病理現象が顕在化していることである。その背景
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を個々に見ていくと以下のような点があげられる。 

① 患者の入院期間の短縮による診療密度の上昇 

② インフォームドコンセント、医療安全に対する配慮の強化 

③ 医療技術の向上 

④ １年365日24時間どんな時間でも専門医に診てもらいたいという患者

側の要望 

⑤ 医師が作成する文書量の増大 

⑥ 医師の専門性の細分化による医師相互での診療依頼（コンサルテーシ

ョン）の増加 等 

 

○ なお、入院患者に占める 65 歳以上の割合は平成２年には 32.5%であった

が、平成 14 年には 45.2%となるなど、入院医療における高齢者の割合が

増加している。 

 

 

（３）診療所における状況 

○ 診療所に従事する医師数を、平成 14 年及び平成 16 年医師・歯科医師・

薬剤師調査で比較すると、平成 14 年 90,443 人、平成 16 年 92,985 人と

２年間に約 2,500 人が増加している。一方、各年齢階級別に診療所に勤

務する医師の割合を見ると、あまり変化は見られない。その増加は主と

して昭和40年代後半から50年代の医学部入学定員増の影響を受けた50

歳代の医師の増加によるものとなっている。 

 

○ 各年齢において人口当たりの外来受療率は低下しており、医師一人当た
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りの患者数は一貫して減少傾向にある。 

 

○ 今回の医療制度改革においては、入院から在宅医療まで切れ目のない患

者本位の医療を提供できるよう医療機能の分化・連携を推進している。

こうした中で、診療所は、かかりつけ医機能を発揮し、一次救急医療の

提供や、病診の役割分担、在宅医療の実施に際し受け皿となること等が

期待される。 

 

（４）診療科における状況 

１）小児科 

○ 小児科については、この数年、新たに就職する医師が増加し、安定し

て増加している。平成 16 年医師・歯科医師・薬剤師調査では、臨床

研修制度の開始直前の平成 15 年に医師となり、小児科に従事してい

る者は 556 名であった。これは平成 15 年に医師となり、医療機関で

勤務している医師全体の 7.7％に当たる。しかし、問題は病院勤務医

で２人以下の小児科医で外来入院来救急を担っている病院が過半数

であること、また女性医師が多く、過重な労働から開放されたいとの

思いから病院を去っているので、小児科を廃止する病院が増えている

ということである。 

 

○ 平成 18 年３月に実施した「臨床研修に関する調査（中間報告）」にお

いても、臨床研修２年次生で研修修了後の進路を決めている者のうち、

約８％が小児科を志望しており、減少する傾向は認められない。 
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○ 小児科については、対象年齢の受療率の低下が見られるなど、少子化

と相まって、全体としての医療の必要量は低下傾向にあるものの、核

家族化の進行、共稼ぎ家庭の増加等にも起因して、休日や夜間の救急

受診が増加し、さらに専門医志向も伴って、小児救急医療を実施する

特定の病院への患者の集中など、患者の受診行動が変化している。し

たがって、小児科学会や病院団体の提言にあるように、地域において

集約化と機能分担を前提とした医師の配置がポイントとなるが、それ

を実行に移す場合でも多くの数の医師不足が指摘されているところ

である。 

○ また、これらの休日夜間における小児患者は９割以上は入院の必要が

ない軽症の患者であり、救急医療の対象者となるものは限られている

のが実情である。こうした傾向に効率的に対応するためには、小児科

の医師数の増加によるよりも、他職種と共同で小児患者の保護者向け

の電話相談体制を整備することを含め、地域における診療所に勤務す

る医師が参加する休日夜間の小児医療提供体制の確立が優先される

と考えられる。このためには、開業医で休日夜間診療を行うための動

機付けを行うことが必要であり、地区医師会のリーダーシップが期待

される。 

 

２） 産婦人科 

○ 産婦人科については、この数年は、新たに就職する医師は年間約 300

名程度と、相対的に低い水準で推移している。「臨床研修に関する調査

（中間報告）」においても、進路を決めている者のうち、約５％が産婦

人科を志望しており、臨床研修制度開始の前後で、新たに産婦人科を
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志望する医師の傾向に変化は見られない。しかし、産婦人科医になっ

ても分娩を扱う産科医は３分の１しかいないこと、女性医師が多いと

いう事実がある。また、大学によっては、「入局者」がゼロか極めて少

ないという深刻な事態に直面している現状がある。 

 

○ 「臨床研修に関する調査（中間報告）」においては、専門として産婦人

科を選択することを希望している者のうち、約７割が女性となってお

り、急速に女性の進出が進んでいる。女性医師全体からみると、小児

科についで２番目に志望者の多い専門分野となっている。今後、女性

にとって働きやすい環境の整備に特に配慮する必要があると考えられ

る。 

 

○ 出生数の減少に伴って、出生数当たりの産婦人科医師数は横ばいで推

移しているものの、このままの状況が続けば、産婦人科医の減少傾向

が続くため、地域によっては、妊婦にとって産科医療の利便性が損な

われることが想定される。 

 

○ 一方、医療においては、利便性より安全性がより重視されるべきであ

り、緊急事態への対応を図るためにも、相当の産科医師の配置が可能

となるよう産科医療を提供する医療機関の重点化・集約化を進める必

要がある。その際、集約される側の医療機関の役割分担と共に当該地

域の医療提供体制のあり方にも十分配慮する必要がある。 

 

○ また、産婦人科医師については、比較的早期に病院を離れる傾向があ
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るため、新規の就業者の確保に加え、退職を抑制するための方策を講

じる必要がある。 

 

○ 周産期医療では、可能な限り適切な医療を提供しても、一定の患者が

不幸な転機をたどることがあり、このことについて国民・患者に周知

が図られる必要がある。また、患者と産婦人科医の良好な関係を維持

するため、中立的な機関により医療事故の原因究明を行う制度などが

必要であるとの指摘があった。 

 

３） 麻酔科 

○ 麻酔科については、平成 16 年医師・歯科医師・薬剤師調査では、臨

床研修制度の開始直前の平成 15 年に医師となり、麻酔科に従事してい

る者は 339 名であった。「臨床研修に関する調査（中間報告）」におい

ては、進路を決めている者のうち、約６％が麻酔科を選択しており、

堅調である。 

 

○ 麻酔科は、基本的に病院で勤務を続ける診療科であり、仮に現在の状

況が続けば、総数だけをみれば、全国的には堅調に増加傾向が続くも

のと考えられる。しかし、問題は、大学病院も含め、「手術待ち」ある

いは、「手術取り止め」といった深刻な事態に直面している事実からも

わかるように、麻酔医が病院を辞め、勤務医に比べ高収入を得られる

個人開業やグループ開業に走る結果、麻酔科のいない病院が増えてい

るということである。 

○ 麻酔業務の特殊性を踏まえ、医師間、医師と看護師等の間における連
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携のあり方や麻酔に係る診療報酬上のあり方などについて十分な検討

と配慮が加えられるべきである。 

 

 

３ 医師の需給に関する見通し 

医師の需給に関する見通しの概要は以下のとおりである。なお、詳細は、別

添報告書のとおりである。診療科別の見通しについては前述した。 

 

（１）医師の需給についての基本的考え方 

○ 今回の推計も、前回と同様に、将来の受療動向を推計し、これに人口構

成の将来推計を併せて、基本的な医療需要の変動を推計し、この変動に見

合う医師数を将来の必要医師数としている。 

 

○ 前回は、医療需要の変動に合わせた医師数を推計するに当たり、医療法

に定められた患者当たりの標準となる医師数を基礎として検討したが、今

回は、実際の医師の勤務状況を調査し、これと将来の医療需要の変動推計

を併せて検討したものであり、実際の医療現場の状況をより反映したもの

となっている。 

 

○ また、入院需要の変動を検討するに当たり、前回は入院受療率（ある時

点での人口当たり入院患者数）に基づいていたが、現状では入院期間の短

縮化が進んでおり、これに基づいて今後の入院需要を推定すると、将来の

入院需要を実際の負荷よりも軽く評価することになるとの指摘もあった。

そのため、今回は一定期間内に入退院する患者数（入院患者数および退院
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患者数）の動向に基づいて推計することとした。この方法は、医療処置の

密度が高い急性期医療を重点的に評価するという特徴がある。 

 

○ さらに、年齢ごとに１回ごとの入院や外来にかかる医療処置の量が異な

っていることを考慮するため、年齢階級ごとの１回当たり医療処置の量の

比を推計し、これに基づく調整を行うことにより、人口の高齢化等の影響

を考慮している。今回の推計では、入院・外来とも年齢階級別１回当たり

医療費を用いている。 

 

○ なお、医師の養成には、６年間の医学部における教育と、２年間の臨床

研修に加え、専門分野における数年間の時間が必要となる。そのため、医

師数全体、特に臨床に従事する医師について増加、または減少させるとい

う議論を行う場合、医学部入学定員による調整は、実際にそれが一人前の

医師の誕生という効果を得るまでに少なくとも 10 年程度の時間が必要と

なることを認識しておく必要がある。さらに、いったん養成された医師の

専門性を転換する場合にも多くの労力と時間が必要となる。 

 

（２）医師の供給見通し 

○ わが国では、海外からの医師の移動はほとんど無いため、わが国におけ

る医学部の卒業生数がほぼそのまま新たな医師数になる。したがって、

ほぼ大学医学部の定員により、将来の医師数を見通すことが可能となる。 

 

○ 年齢階級毎の分布をみると、40 歳代前半以下の世代では、医師の養成

数がほぼ一定となっていることを反映し、各年齢はほぼ 7,000 人程度で
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一定となっている。医学部の定員が一定であるとすると、今後は医学部

定員が大きく増加した昭和 40 年代以降に入学した 50 歳以上の医師が、

増加数の中心となる。 

 

○ 女性については、子育て等が理由であると推測される若年層における人

数の低下が、一般女性より少ないものの認められる。女性の就業割合は、

医籍登録以降徐々に低下し、11 年目には、男性に対して 82.9%となる。

医籍登録後 12 年目以降は上昇し、30 年目以降は再び低下するが、35 年

目には、男性の就業率も低下するため、男性と女性はほぼ同等になる。

医籍登録後 45 年目まで累積した男女の就業割合は、女性は男性の 92.4%

となる。 

 

○ これらを考慮した見通しとしては、現状の医学部入学定員で推移すれば、

医師数は、平成 27 年（2015 年）には 29.8 万人（人口 10 万対 236 人）、

平成 37 年（2025 年）には 32.4 万人（人口 10 万対 268 人）、平成 47

年(2035 年)には 33.2 万人（人口 10 万対 296 人）となると推定される。

また、医療施設に従事する医師は、平成 27 年（2015 年）には 28.5 万人

（人口 10 万対 226 人）、平成 37 年（2025 年）には 31.0 万人（人口 10

万対 256 人）、平成 47 年（2035 年）には 32.1 万人（人口 10 万対 282

人）となると推定される。 

 

○ なお、平成 10 年に行われた検討では、医師の労働力提供を 70 歳までと

していたが、医師・歯科医師・薬剤師調査による現在の就労状況にかん

がみ、今回は上限を設定していない。 
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